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証券コード 3967
2024年５月13日

株 主 各 位
岩手県紫波郡紫波町紫波中央駅前二丁目3番地12

株 式 会 社 エ ル テ ス
代表取締役社長 菅 原 貴 弘

第13期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、当社第13期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト https://eltes.co.jp/ir/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東京証券取引所ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦覧
書類/PR情報」を順に選択のうえ、ご覧下さい。
なお、当日のご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら株主総会参

考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2024年５月28日（火曜日）午後６
時30分までに到着するようご送付下さいますようお願い申し上げます。

敬 具
記

1. 日 時 2024年５月29日（水曜日）午前10時（受付開始 午前９時30分）

2. 場 所 東京都千代田区霞が関三丁目２番５号
霞が関ビルディング１階 プラザホール
（末尾記載の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

3. 目的事項
報 告 事 項 1. 第13期（2023年３月１日から2024年２月29日まで）

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2. 第13期（2023年３月１日から2024年２月29日まで）

計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役３名選任の件
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第３号議案 監査役３名選任の件
第４号議案 補欠取締役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
◎議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせていただきます。
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。
◎電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令および当社定款の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主
様に対して交付する書面には記載しておりません。なお、監査役および会計監査人は次の事項を含む監査対象書類を監査し
ております。
・会社の新株予約権等に関する事項
・連結計算書類の連結注記表
・計算書類の個別注記表
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

第１号議案 定款一部変更の件
１．提案の理由

取締役の経営責任をより明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を構築するため、取締役の
任期を2年から1年に変更するものであります。また、これに伴い、任期調整の規定を削除するものでありま
す。

２．変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更箇所）
現行定款 変更案

（任期）
第２０条 取締役の任期は、選任後２年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定時
株主総会の終結の時までとする。

２ 任期満了前に退任した取締役の補欠とし
て、又は増員により選任された取締役の任
期は、前任者又はほかの在任取締役の任期
の残存期間と同一とする。

（任期）
第２０条 取締役の任期は、選任後１年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定時
株主総会の終結の時までとする。

＜削除＞
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再任 男性

再任 男性

再任 社外

独立 男性

第２号議案 取締役３名選任の件

取締役６名全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役会におい
て戦略的かつ機動的に意思決定を行えるよう３名減員し、取締役３名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番号 氏 名 現在の地位および担当

１
すが わら たか ひろ

菅 原 貴 弘 代表取締役社長

２
さん かわ たけし

三 川 剛 取締役ソリューション本部長

３
い とう ゆたか

伊 藤 豊 社外取締役
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再任 男性
候補者番号

１
すが わら たか ひろ

菅 原 貴 弘
生年月日 1979年12月23日生 所有する当社の株式の数 317,200株

略歴、地位、担当
及び重要な兼職の状況

2004年４月 旧㈱エルテス設立代表取締役
2012年４月 当社設立代表取締役社長(現任)
2018年５月 ㈱エルテスキャピタル代表取締役(現任）
2019年５月 ㈱エルテスセキュリティインテリジェンス（現 ㈱AIK）代表取締

役
2020年６月 gooddaysホールディングス㈱ 社外取締役（現任）
2020年12月 ㈱アサヒ安全業務社（現 ㈱And Security）取締役

㈱JAPANDX 代表取締役（現任）
㈱アンビスホールディングス 社外監査役（現任）

2021年10月 ㈱AIK 取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
㈱AIK 取締役
㈱JAPANDX 代表取締役
㈱エルテスキャピタル 代表取締役
gooddaysホールディングス㈱ 社外取締役
㈱アンビスホールディングス 社外監査役

選任理由 当社設立時より代表取締役社長を務めており、当社グループの経営全般の責任者と
して実績を有していることから、引き続き取締役候補者としております。
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再任 男性
候補者番号

２
さん かわ たけし

三 川 剛
生年月日 1967年９月22日生 所有する当社の株式の数 -株

略歴、地位、担当
及び重要な兼職の状況

1991年３月 ㈱富士銀行（現㈱みずほ銀行） 入行
1998年８月 ボストンコンサルティンググループ 入社
2000年９月 ㈱ドリームインキュベータ 入社
2003年９月 ㈱アドバンテッジパートナーズ 入社
2006年６月 ㈱アファリス 設立
2012年４月 ㈱gumi 入社 事業戦略室長
2012年12月 同社 取締役COO
2016年４月 同社 取締役CSO
2017年８月 トランス・コスモス㈱ 入社

上席常務執行役員 グローバル事業開発本部長
2018年４月 同社

専務執行役員 グローバル事業開発本部長兼公共政策本部長
2020年８月 当社 入社
2020年10月 当社社長室 室長
2020年12月 当社執行役員

㈱JAPANDX 取締役
㈱アサヒ安全業務社（現 ㈱And Security） 取締役

2021年４月 当社リスクコンサルティング本部 本部長兼事業戦略本部 本部長
2021年５月 当社取締役リスクコンサルティング本部 本部長兼事業戦略本部 本

部長
2021年10月 ㈱AIK 取締役
2022年３月 当社取締役リスクコンサルティング本部 本部長兼DXソリューショ

ン事業本部 本部長
2022年９月 ㈱メタウン 代表取締役
2023年３月 当社取締役ソリューション本部 本部長（現任）

㈱JAPANDX 取締役社長（現任）
2023年７月 プレイネクストラボ㈱ 代表取締役（現任）
2024年３月 ㈱GloLing 取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
㈱JAPANDX 取締役社長
プレイネクストラボ㈱ 代表取締役
㈱GloLing 取締役

選任理由
豊富なマネジメント経験や事業実績があり、M&A、子会社設立、DX推進事業にお
ける責任者として実績を有していることから、引き続き取締役候補者としておりま
す。
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再任 社外 独立 男性
候補者番号

３
い とう ゆたか

伊 藤 豊
生年月日 1977年11月３日生 所有する当社の株式の数 -株

略歴、地位、担当
及び重要な兼職の状況

2000年４月 日本アイ・ビー・エム㈱ 入社
2005年10月 スローガン㈱設立 代表取締役社長
2015年９月 KMFG㈱設立 代表取締役（現任）
2016年10月 スローガンアドバイザリー㈱ 取締役
2016年10月 チームアップ㈱ 取締役
2023年２月 スローガン㈱ 取締役
2023年５月 当社取締役（現任）

一般財団法人ルビ財団 代表理事（現任）
2023年７月 ㈱TOUCH TO GO 社外取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
KMFG㈱ 代表取締役
一般財団法人ルビ財団 代表理事
㈱TOUCH TO GO 社外取締役

選任理由及び期待される役
割の概要

上場企業経営者として豊富な経験と幅広い見識を有しており、これらの知見を活か
して、独立した立場から経営の意思決定の妥当性及び適正性を確保するための助
言・提言を行って頂けることを期待し、引き続き取締役候補者としております。

注）1. 当社と各候補者との間には特別の利害関係はありません。
2. 伊藤 豊氏は、社外取締役候補者であります。なお、同氏の社外取締役としての在任期間は、本定時株主総会終結の時をもっ

て1年となります。
3. 当社は、伊藤 豊氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、同氏の再任が承認された場合、引き続き

独立役員として指定する予定であります。
4. 当社は、会社法第427条第1項に基づき、社外取締役との間で、会社法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結

しております。伊藤 豊氏の選任が承認された場合、同氏との間で本契約を継続する予定でおります。なお、当該契約にお
ける損害賠償責任の限度額は法令が定める額といたします。

5． 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、株主や第三者等から損害賠償請求を提起された場合におい
て、被保険者が負担することになる損害賠償金・争訴費用等の損害を当該保険契約により填補することとしています。各候
補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次回更新時には同程度の内容での更新を予定してお
ります。
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再任 女性

再任 社外

独立 男性

再任 社外

独立 男性

第３号議案 監査役３名選任の件

監査役３名全員は、本定時総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査役３名の選任を
お願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番号 氏 名 現在の地位

１
みや ざき その こ

宮 崎 園 子 常勤監査役

２
もと はし ひろ ゆき

本 橋 広 行 社外監査役

３
たか はし よし はる

高 橋 宜 治 社外監査役
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再任 女性
候補者番号

１
みや ざき その こ

宮 崎 園 子
生年月日 1952年10月29日生 所有する当社の株式の数 -株

略歴、地位及び
重要な兼職の状況

1977年４月 トヨタ土地建物㈱ 入社
2002年９月 ㈱アレード 入社
2004年４月 旧㈱エルテス 入社
2009年４月 同社 監査役
2011年６月 同社 取締役
2014年３月 当社 取締役管理部長
2014年７月 当社 顧問
2022年５月 当社 常勤監査役（現任）

選任理由
創業メンバーとして経営管理に携わり、長きに渡り当社顧問として事業運営等に関
するアドバイスを頂戴しており、これらの知見を活かし、当社グループの今後のガ
バナンス体制構築上の課題を解決するための助言・提言を頂くため、引き続き監査
役候補者としております。
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再任 社外 独立 男性
候補者番号

２
もと はし ひろ ゆき

本 橋 広 行
生年月日 1974年８月15日生 所有する当社の株式の数 10,000株

略歴、地位及び
重要な兼職の状況

1997年４月 朝日監査法人(現 有限責任あずさ監査法人)入所
2012年９月 本橋公認会計士事務所設立 代表(現任)
2012年12月 ㈱みんなのウェディング監査役
2013年９月 旧㈱エルテス監査役
2014年３月 当社監査役(現任）
2017年３月 ㈱ステイト・オブ・マインド 社外取締役(現任)
2021年５月 ㈱PR Table 社外監査役（現任）
2023年９月 ウリドキ㈱ 社外監査役（現任）
（重要な兼職の状況）
本橋公認会計士事務所 代表
㈱ステイト・オブ・マインド 社外取締役
㈱PR Table 社外監査役
ウリドキ㈱ 社外監査役

選任理由
公認会計士としての長年の実務経験と豊富な知識及び情報通信企業における監査役
の経験を有しており、当社グループが成長していく過程での組織構築やガバナンス
上の課題を解決するための助言・提言を頂くため、引き続き監査役候補者としてお
ります。
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再任 社外 独立 男性
候補者番号

３
たか はし よし はる

高 橋 宜 治
生年月日 1951年４月18日生 所有する当社の株式の数 8,000株

略歴、地位及び
重要な兼職の状況

1974年４月 ㈱日本リクルートセンター(現 ㈱リクルートホールディングス)入
社

1994年２月 ㈱セガ・エンタープライゼス(現 ㈱セガゲームス)入社
1996年９月 ㈱ワイズ・ステージ設立代表取締役
1999年12月 ㈱松ノ木薬品 社外取締役
2002年４月 ㈱ニッセン(現 ㈱ニッセンホールディングス)監査役
2011年２月 ㈱ワイズ・ステージ会長(現任)
2012年４月 シャディ㈱ 監査役
2013年９月 旧㈱エルテス監査役
2014年３月 当社監査役(現任)
2021年９月 一般社団法人ディレクトフォース理事・事務局長（現任）
（重要な兼職の状況）
㈱ワイズ・ステージ 会長
一般社団法人ディレクトフォース理事・事務局長

選任理由
長年の実務経験と豊富な知識及び上場会社での監査役としての経験を有しており、
当社グループの適切な組織運営に関する助言・提言を頂くため、引き続き監査役候
補者としております。

（注）1. 各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
2. 本橋 広行氏及び高橋 宜治氏は、社外監査役候補者であります。当社は、両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員と

して届け出ており、両氏の再任が承認された場合、引き続き独立役員として指定する予定であります。なお、両氏の社外監
査役としての在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって、本橋 広行氏が10年２ヶ月及び高橋 宜治氏が10年２ヶ月と
なります。

3. 当社は、会社法第427条第1項に基づき、社外監査役との間で、会社法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結
しております。既に責任限定契約を締結している再任候補者については、当該責任限定契約を継続する予定です。なお、当
該契約における損害賠償責任の限度額は法令が定める額といたします。

４. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、株主や第三者等から損害賠償請求を提起された場合におい
て、被保険者が負担することになる損害賠償金・争訴費用等の損害を当該保険契約により填補することとしています。候補
者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、次回更新時には同程度の内容での更新を予定しており
ます。

2024年04月25日 18時36分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



12

社外 独立 女性

第４号議案 補欠取締役１名選任の件

法令に定める社外取締役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠取締役１名の選任をお願いするものであり
ます。なお、その選任の効力は就任前に限り、取締役会の決議によりその選任を取り消すことができるものとさ
せて頂きます。
補欠の取締役候補者は、次のとおりであります。

かん の

菅 野 み ず き
生年月日 1981年3月29日生 所有する当社の株式の数 -株

略歴、地位、担当
及び重要な兼職の状況

2004年４月 ㈱AOI Pro. 入社
2010年11月 最高裁判所司法研修所（第64期）
2011年12月 弁護士登録
2011年12月 ブレークモア法律事務所 入所
2014年９月 アンダーソン・毛利・友常法律事務所（現アンダーソン・毛利・友

常法律事務所外国法共同事業） 入所
2016年11月 弁護士法人大江橋法律事務所 入所
2021年１月 同事務所 パートナー就任（現任）
2023年11月 ㈱BJC 社外監査役（現任）

選任理由及び期待される役
割の概要

同氏は、弁護士としての専門的な知見と豊富な経験を有しており、主に企業法務に
関する的確な提言と、独立した立場から取締役の職務の執行を監督して頂くことに
より当社取締役会の機能強化が期待されるため、補欠の社外取締役として選任をお
願いするものであります。同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の
経営に関与した経験はありませんが、上記理由から社外取締役としての職務を適切
に遂行できるものと判断しております。

注）1. 当社と菅野みずき氏との間には特別の利害関係はありません。
2. 菅野みずき氏は補欠の社外取締役候補者であり、同氏が社外取締役に就任した場合は、東京証券取引所の定めに基づく独立

役員として指定する予定であります。
3. 菅野みずき氏が社外取締役に就任した場合は、当社は同氏との間で、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条

第1項の賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。なお、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が規定す
る額としております。

4. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、株主や第三者等から損害賠償請求を提起された場合において、
被保険者が負担することになる損害賠償金・争訴費用等の損害を当該保険契約により填補することとしています。なお、菅
野みずき氏が社外取締役に就任した場合は、当該契約の被保険者となり、次回更新時には同内容での更新を予定しておりま
す。

以上
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事 業 報 告

（2023年
2024年

３
２

月
月

１
29

日から
日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及び成果

当連結会計年度（2023年３月１日～2024年２月29日）における当社グループを取り巻く経済環境は、
世界的な金融引き締めに伴う影響により不透明感はありましたが、経済活動は緩やかに正常化に向かって
おります。通信インフラの高度化やデジタルサービス、ＳＮＳの普及や多様化とともに、データ流通量は
爆発的な増加傾向（総務省「情報通信白書令和５年版」）にあります。新型コロナウイルス感染拡大後は
非接触・非対面での生活を可能とするデジタル化が日常となり、オンラインショッピングや動画視聴サー
ビスなどの利用が拡張、またあらゆる主体や個人が情報の発信者となり得るＳＮＳの活用も進んでいま
す。一方で、ＳＮＳをはじめとした動画配信・投稿サイトにおける偽・誤情報拡散や炎上事象、ネット上
の誹謗中傷の投稿、組織内部からの機密情報持ちだしなど課題も多発、日本経済活動に与える影響は甚大
かつ深刻化しており、国内外の情報セキュリティの市場規模は年々伸張の一途をたどり、当社グループの
ニーズは益々高まっております。

このような環境下によって、企業や自治体における業務効率の向上を期待したデジタル化とそれらによ
って生じる新たなリスクへの対策や、中長期的な少子高齢化に伴う人口減少を見越したＤＸ化による行政
サービスの利便性向上、地域経済活性化、ＩＴ人材の育成や雇用再生など様々な課題に取り組んでおりま
す。これらの社会的な追い風を受けて、当社グループでは創業以来過去最高の売上を達成致しました。ま
た、親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、今後の業績見通しを踏まえ繰延税金資産の回収可
能性を慎重に検討した結果、法人税等調整額△248,609千円（△は利益）を計上したことにより、業績予
想を大幅に上回りました。

この結果、当連結会計年度の売上高は6,535,138千円（前年同期比39.5％増）となり、ＥＢＩＴＤＡは
557,179千円（前年同期比24.8％増）、営業利益は182,077千円（前年同期比10.1％減）、経常利益は
143,528千円（前年同期比0.2％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は257,302千円（前年同期比
503.4％増）となりました。

（注）当社グループの業績の有用な比較情報として、ＥＢＩＴＤＡを開示しております。ＥＢＩＴＤＡ
は、税引前当期純損益から非現金支出項目（減価償却費及び償却費）等の影響を除外しております。ＥＢ
ＩＴＤＡの計算式は以下のとおりです。
・ＥＢＩＴＤＡ＝税引前当期純損益＋支払利息＋減価償却費及び償却費
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（デジタルリスク事業）
デジタルリスク事業は、主にＳＮＳやブログ、インターネット掲示板などＷｅｂ上のソーシャルメディ

アに起因するリスク対策を支援するソーシャルリスク対策と営業秘密情報の持ち出しなどの社内に潜むリ
スクを検知するインターナルリスク対策から構成されております。
ソーシャルリスク対策は、リスク検知時の初動対応コンサルティングを含むＷｅｂリスクモニタリング

を主力サービスとして提供しております。また、ＳＮＳリスク低減のための社内規程作成支援や従業員向
け研修の提供など、幅広い形で企業のＳＮＳリスク対策を支援致しました。
インターナルリスク対策は、昨今話題となっている営業秘密等の機密情報持ち出し対策や、経済安全保

障の観点による情報管理強化支援を目的に製造業・金融業を中心に新規導入が進み、ＫＰＩとしていたユ
ーザーＩＤ数が2024年２月期の目標の20万ＩＤを大きく上回り、27.6万ＩＤに達しました。さらに将来
の提供強化のために即戦力のアナリスト人材の獲得にも注力しております。

以上の結果、売上高は2,633,806千円（前年同期比10.9％増）、セグメント利益は1,092,059千円（前
年同期比23.6％増）となりました。

（ＡＩセキュリティ事業）
ＡＩセキュリティ事業は、フィジカルな警備サービス事業を運営しつつ、運営の中で生じる課題解決の

ためにＡＩやＩｏＴを組み合わせた警備業界のＤＸを推進しております。
株式会社ＡＩＫの主要サービスである「ＡＩＫ ｏｒｄｅｒ」に加えて、警備管制ＤＸシステム「ＡＩ

Ｋ ａｓｓｉｇｎ」の提供によって、警備業界のＤＸ推進に取り組んでいます。また、ＩＴ業界での採用
ノウハウを駆使した警備サービスでの採用活動の成果をもとにした、採用支援ソリューションの提供も開
始しました。また、警備サービス事業においては、イベント再開や警備業界の人手不足による需要増加、
株式会社Ａｎｄ Ｓｅｃｕｒｉｔｙの大阪支店を立ち上げによるさらなる新規開拓を行い、前期から強化
してきた警備員の採用活動も奏功し、順調に業績を拡大しております。

以上の結果、売上高は1,522,762千円（前年同期比14.1%増）、セグメント利益は39,162千円（前年同
期は34,855千円のセグメント損失）となりました。

（ＤＸ推進事業）
ＤＸ推進事業は、行政の住民サービスのデジタル化支援、エンジニアなどのＤＸ人材の派遣サービス、

プロパティマネジメントサービスを展開しております。
行政の住民サービスのデジタル化支援では、デジタル田園都市国家構想の追い風を受けながら、各自治

体へのＤＸ－Ｐａｎｄ、スマート公共ラボの活用が進んでおり、行政クライアント数は100に達しまし
た。また、複数プロジェクトを推進できる社内体制構築、ＤＸ人材の派遣サービス強化に向けた採用活動
を強化しております。
エンジニアなどのＤＸ人材の派遣サービスにおいては、連携強化を目的に、株式会社ＪＡＰＡＮＤＸ、

株式会社ＧｌｏＬｉｎｇ、プレイネクストラボ株式会社の３社につきオフィス統合や人材交流などの取り
組みを推進しております。

以上の結果、売上高は2,501,683千円（前年同期比141.0％増）、セグメント利益は18,151千円（前年
同期は84,739千円のセグメント損失）となりました。
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（2） 設備投資等の状況
当連結会計年度におきましては、グループ会社の業務効率化のための新オフィスの設置や収益獲得型の

ソフトウエア開発のための設備投資を行い、その総額は194,762千円となりました。

（3） 資金調達の状況
当社グループは、当連結会計年度中において、子会社買収ならびに事業拡大のための資金として、長期

借入金750,000千円を調達いたしました。

（4）対処すべき課題
当社グループでは、以下の事項を対処すべき課題として取り組みを進めております。

① 収益基盤であるデジタルリスク事業の強化
中長期的な企業価値向上には、持続的な成長を支える収益基盤の拡大が不可欠であると考えておりま

す。高収益プロダクトの販売強化と、ＡＩ等活用による自動化等による生産性向上によって、収益基盤
の強化を進めてまいります。また重点市場においては他領域の企業と積極的にアライアンスを展開し、
統合的に捉えたサービスの拡充によって収益性の向上を図ります。

② ＡＩセキュリティ事業、ＤＸ推進事業の利益貢献拡大
当社グループでは、警備業界のデジタル化、行政サービスのデジタル化を促進するプロダクトの開

発・展開に取り組み、健全なデジタル社会の発展に寄与する新たな事業の創出と育成に挑戦しておりま
す。警備業界のデジタル化を促進する「ＡＩＫ ｏｒｄｅｒ」においては、営業・マーケティング活動
の強化による新規登録ユーザーの獲得と、登録ユーザーの利用促進を行うカスタマーサクセスを強化、
行政サービスのデジタル化を実現するＤＸ－Ｐａｎｄ及びスマート公共ラボの拡販に注力し、さらなる
利益貢献を目指します。

③ グループ経営管理
中長期的な企業価値向上には、当社グループが一丸となり、各社の強みを発揮して価値の最大化を実

現することが不可欠と考えております。経営戦略本部、組織マネジメント本部を中心にグループ各社の
経営資源を一元的に管理し、業績管理のモニタリング体制の強化、グループ各社のシナジーを最大化す
るよう努めて参ります。

④ 人材の育成
中長期的な企業価値向上には、競争優位性を高めるための多様な人材の継続的な強化が不可欠と考え

ております。グループ内における人材の適材適所への柔軟な配置転換や研修などの人的資本投資の強化
により、能力向上の機会を創出し、人材の育成を強化致します。

⑤ 優秀な人材の確保
事業の成長には、優秀な人材の確保が不可欠と考えております。人材育成の取組と並行して、優秀な

人材確保に向けた、人事評価制度の整備、多様な働き方を可能にする人事制度の充実、研修制度などの
教育基盤の強化に取り組んで参ります。また、採用広報活動などにも投資し、優秀な人材獲得に努めま
す。

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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（5）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
当社子会社の株式会社ＪＡＰＡＮＤＸは2023年7月3日にプレイネクストラボ株式会社の全株式を取得

し子会社化しました。また、株式会社ＪＡＰＡＮＤＸは、2023年4月21日に株式会社イーキューソリュ
ーションズ・ジャパンに出資し、同社を持分法を適用しない関連会社としております。
その他グループ組織再編を目的に、完全子会社の株式会社ＪＡＰＡＮＤＸを吸収分割会社、当社を吸収

分割承継会社とし、株式会社ＪＡＰＡＮＤＸ完全子会社である株式会社メタウン株式の保有による同社事
業に関する管理事業を当社に承継しました。同時に、株式会社ＪＡＰＡＮＤＸを株式交換完全親会社と
し、当社の完全子会社である株式会社ＧｌｏＬｉｎｇを株式交換完全子会社とする株式交換を実施しまし
た。

（6）財産および損益の状況の推移
企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第10期
2021年２月期

第11期
2022年２月期

第12期
2023年２月期

第13期
（当 連 結 会 計 年 度）

2024年２月期
売 上 高 1,989,725 千円 2,682,567 千円 4,685,520 千円 6,535,138 千円

営業利益又は営業損失（△） △333,625 千円 80,367 千円 202,534 千円 182,077 千円

経常利益又は経常損失（△） △357,618 千円 94,063 千円 143,745 千円 143,528 千円

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 又 は
親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 （△）

△529,517
千円

127,811
千円

42,644
千円

257,302
千円

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△） △102.02 円 24.46 円 7.28 円 42.65 円

総 資 産 2,433,602 千円 2,470,458 千円 6,000,402 千円 6,898,024 千円

純 資 産 1,274,012 千円 1,400,110 千円 2,335,015 千円 2,609,886 千円

１ 株 当 た り 純 資 産 額 234.84 円 258.97 円 379.74 円 423.24 円

（注）1. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示し、１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）及び１株当たり純資産額
は、銭未満をそれぞれ四捨五入して表示しております。

2. １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）の算出に際しては、期中平均発行済株式総数（自己株式控除後）に
基づき算出しております。

3. １株当たり純資産額は、期末発行済株式総数（自己株式控除後）に基づき算出しております。
4. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を第12期の期首から適用しており、第12期以

降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。
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（7）重要な子会社の状況
① 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議 決 権 の 比 率 主要な事業内容

㈱ A I K 14,950 千円 93.96 ％ リスク情報分析および
危機管理対応支援

㈱ エ ル テ ス キ ャ ピ タ ル 10,000 千円 100.00 ％ 企業等への投資および
投資先支援等

㈱ エ フ エ ー ア イ 3,000 千円 93.96
(93.96)

％ 風評被害対策および
Ｗｅｂマーケティング

㈱ J A P A N D X 20,000 千円 100.00 ％ ＤＸソリューションの提供

㈱ A n d S e c u r i t y 10,000 千円 93.96
(93.96)

％ 警備業

Ｉ Ｓ Ａ ㈱ 10,000 千円 93.96
(93.96)

％ 警備業

Ｓ Ｓ Ｓ ㈱ 500 千円 93.96
(93.96)

％ 警備業

㈱ G ｌ ｏ Ｌ ｉ ｎ ｇ 5,000 千円 100.00
(100.00)

％ ＳＥＳ、派遣サービス、メインフレ
ーム、受託開発事業

ア ク タ ー ㈱ 5,000 千円 100.00 ％ 検索広告、ディスプレイ広告、
ＹｏｕＴｕｂｅ広告の運用等

プ レ イ ネ ク ス ト ラ ボ ㈱ 73,840 千円 100.00
(100.00)

% ＤＸ支援事業

㈱ メ タ ウ ン 1,000 千円 100.00 ％ 不動産管理業
（注）1. 当社の連結子会社は、上記の11社であります。

2. 「議決権の比率」欄の（ ）内は、当社が間接所有する議決権の比率を内数で記載しております。

② 当事業年度末日における特定完全子会社の状況
会 社 名 住 所 帳簿価額の合計額 当社の総資産額

㈱ メ タ ウ ン 東京都渋谷区千駄ヶ谷２－１－８ 1,579,020千円 4,495,903千円

（8）主要な事業内容（2024年２月29日現在）
当社グループは、社会のデジタル化に対する新たなリスクを解決すべく、リスク検知に特化したビッグ

データ解析によるソリューションを提供しており、デジタルリスク事業、ＡＩセキュリティ事業及びＤＸ
推進事業の3事業を展開しております。
デジタルリスク事業は、Ｗｅｂ上の様々なソーシャルメディアに起因するリスクに対して、モニタリン

グ及びコンサルティングを行うソーシャルリスク対策サービスと、企業内のログデータ等多種多様なデー
タを統合的に分析し、営業秘密持ち出しなどの内部脅威を検知するインターナルリスク対策サービスを展
開しております。
ＡＩセキュリティ事業は、フィジカルな警備事業を運営しつつ、運営の中で生じる課題解決のためにＡ

ＩやＩｏＴを組み合わせた警備業界のＤＸを推進しております。
ＤＸ推進事業は、行政の住民サービスのデジタル化支援、エンジニアなどのＤＸ人材の派遣サービスを

展開しています。

2024年04月25日 18時36分 $FOLDER; 19ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



18

（9）主要な営業所（2024年２月29日現在）
① 当社

名称 所在地

本 店 岩 手 県 紫 波 郡 紫 波 町

本 社 東 京 都 千 代 田 区

大 阪 オ フ ィ ス 大 阪 府 大 阪 市

名 古 屋 オ フ ィ ス 愛 知 県 名 古 屋 市

②子会社
名称 所在地

㈱ エ フ エ ー ア イ 大 阪 府 大 阪 市

㈱ A I K 東 京 都 渋 谷 区

㈱ A n d S e c u r i t y 東 京 都 渋 谷 区

㈱ J A P A N D X 東 京 都 品 川 区

㈱ エ ル テ ス キ ャ ピ タ ル 東 京 都 千 代 田 区

Ｉ Ｓ Ａ ㈱ 北 海 道 札 幌 市

Ｓ Ｓ Ｓ ㈱ 北 海 道 札 幌 市

㈱ G ｌ ｏ Ｌ ｉ ｎ ｇ 東 京 都 品 川 区

ア ク タ ー ㈱ 岡 山 県 岡 山 市

プ レ イ ネ ク ス ト ラ ボ ㈱ 東 京 都 品 川 区

㈱ メ タ ウ ン 東 京 都 渋 谷 区

（10）従業員の状況（2024年２月29日現在）
従業員数 前連結会計年度末比増減
409 (223)名 89名増加 （ 33名減少）

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は年間平均雇用人員を（ ）内に外書きで記載しております。

2024年04月25日 18時36分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



19

（11）主要な借入先の状況（2024年２月29日現在）
借入先 借入額

株式会社りそな銀行 2,279,967 千円

株式会社岩手銀行 200,000 千円

株式会社東京スター銀行 200,000 千円

株式会社三井住友銀行 142,600 千円

株式会社徳島大正銀行 141,200 千円

株式会社横浜銀行 128,327 千円

株式会社七十七銀行 100,000 千円

（12）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

2024年04月25日 18時36分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



20

2. 会社の株式に関する事項（2024年２月29日現在）
(1) 発行可能株式総数 17,600,000株
(2) 発行済株式の総数 6,033,257株（自己株式37,623株を除く。）
(3) 株主数 4,515名
(4) 大株主

株主名 持株数 持株比率

株式会社TSパートナーズ 1,013,900
株

16.80
％

株式会社ラック 620,000 10.27

DOSO株式会社 409,500 6.78

菅 原 貴 弘 317,200 5.25

三井住友信託銀行株式会社 166,600 2.76

株式会社SBI証券 164,166 2.72

株式会社マイナビ 83,200 1.37

楽天証券株式会社 79,800 1.32

学校法人国際総合学園 60,000 0.99

ＢＮＹＭ ＳＡ/ＮＶ ＦＯＲ ＢＮＹＭ ＦＯＲ ＢＮＹＭ
GＣＭ ＣＬＩＥＮＴ ＡＣＣＴＳ Ｍ ＩＬＭ ＦＥ 37,421 0.62

（注）1. 持株比率は小数点第２位未満を切り捨てて表示しております。
2. 持株比率は、自己株式（37,623株）を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項
当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況

該当事項はありません。
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3. 会社の新株予約権等に関する事項
(1) 当事業年度末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況
①第４回新株予約権（2017年８月21日取締役会決議）

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり8,800円
新株予約権の行使価格 普通株式１株当たり2,995円
新株予約権の行使期間 2019年６月１日 ～ 2024年９月６日

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、2018年２月期から2021年２月
期までの有価証券報告書に記載される報告セグメント
におけるデジタルリスク事業のセグメント営業利益が、
次の各号に掲げる各金額を超過した場合に限り、各新
株予約権者に割当てられた本第４回新株予約権のうち、
当該各号に掲げる割合（以下、「行使可能割合」とい
う。）を限度として行使することができる。
(a)2018年２月期及び2019年２月期のセグメント営業
利益の合計額が５億円を超過した場合： 行使可能割合
20％
(b)2020年２月期及び2021年２月期のセグメント営
業利益の合計額が８億円を超過した場合： 行使可能割
合100％
なお、上記の業績条件の判定に際しては、当該事業年
度において当社がデジタルリスク事業の単一セグメン
トである場合には、セグメント営業利益に代えて損益
計算書（連結損益計算書を作成している場合には連結
損益計算書）における営業利益をもって行うものとす
る。また、事業セグメントの変更等により上記セグメ
ント営業利益を参照することが適切でないと取締役会
が判断した場合や適用する会計基準の変更等により参
照すべき指標の概念に重要な変更があった場合には、
上記利益目標と実質的に同等なものとして別途参照す
べき経営指標を取締役会にて定めるものとする。
② 本第４回新株予約権の行使によって、当社の発行済
株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過
することとなるときは、当該本第４回新株予約権の行
使を行うことはできない。
③ 各本第４回新株予約権１個未満の行使を行うことは
できない。

保有状況 取締役
保有者数 １名
個数 2,000個
株式の数 普通株式 200,000株
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②第５回新株予約権（2017年８月21日取締役会決議）
本新株予約権は、以下のとおり、第三者割当により発行される新株予約権の発行を行うこと及び時価発行

新株予約権信託を活用したインセンティブプランとなっています。
なお、時価発行新株予約権信託とは、時価により発行される新株予約権を受託者が保管しておき、一定の

期日になった時点で条件を満たした受益者に対して交付するという新たなインセンティブ制度であります。
新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり39,000円
新株予約権の行使価格 普通株式１株当たり2,995円
新株予約権の行使期間 2019年６月１日 ～ 2024年９月６日

新株予約権の行使の条件

① 当社から本第５回新株予約権の割当を受けた者(以
下、「受託者」という。)は、本第５回新株予約権を行
使することができず、受託者より本第５回新株予約権
の付与を受けた者(以下、「受益者」または「本第５回
新株予約権者」という。)のみが本第５回新株予約権を
行使できることとする。
② 受益者は、2018年２月期及び2019年２月期の有
価証券報告書に記載される報告セグメントにおけるデ
ジタルリスク事業のセグメント営業利益の合計額が５
億円を超過した場合に限り、本第５回新株予約権を行
使することができる。
また、事業セグメントの変更等により上記セグメント
営業利益を参照することが適切でないと取締役会が判
断した場合や適用する会計基準の変更等により参照す
べき指標の概念に重要な変更があった場合には、上記
利益目標と実質的に同等なものとして別途参照すべき
経営指標を取締役会にて定めるものとする。
③ 受益者は、本第５回新株予約権の権利行使時にお
いて、当社または当社関係会社の取締役、監査役、従
業員または顧問であることを要する。ただし、任期満
了による退任、定年退職、その他正当な理由があると
取締役会が認めた場合は、この限りではない。
④ 受益者が死亡した場合、その相続人は本第５回新
株予約権を行使することができない。
⑤ 本第５回新株予約権の行使によって、当社の発行
済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超
過することとなるときは、当該本第５回新株予約権の
行使を行うことはできない。
⑥ 各本第５回新株予約権１個未満の行使を行うこと
はできない。

保有状況 監査役
保有者数 ２名
個数 18個
株式の数 普通株式 1,800株

（注）信託期間満了日（2019年６月１日）の到来に伴い、当社グループの役員及び従業員並びに顧問契約を締
結している者のうち受益者適格要件を満たす者に対して、その功績に応じ、上記のとおり分配しておりま
す。
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③第６回新株予約権（2017年８月21日取締役会決議）
本新株予約権は、以下のとおり、第三者割当により発行される新株予約権の発行を行うこと及び時価発行

新株予約権信託を活用したインセンティブプランとなっています。
なお、時価発行新株予約権信託とは、時価により発行される新株予約権を受託者が保管しておき、一定の

期日になった時点で条件を満たした受益者に対して交付するという新たなインセンティブ制度であります。
新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり1,000円
新株予約権の行使価格 普通株式１株当たり2,995円
新株予約権の行使期間 2021年６月１日 ～ 2024年９月６日

新株予約権の行使の条件

① 当社から本第６回新株予約権の割当を受けた者(以
下、「受託者」という。)は、本第６回新株予約権を行
使することができず、受託者より本第６回新株予約権
の付与を受けた者(以下、「受益者」または「本第６回
新株予約権者」という。)のみが本第６回新株予約権を
行使できることとする。
② 受益者は、2020年２月期及び2021年２月期の有
価証券報告書に記載される報告セグメントにおけるデ
ジタルリスク事業のセグメント営業利益の合計額が８
億円を超過した場合に限り、本第６回新株予約権を行
使することができる。なお、上記の業績条件の判定に
際しては、当該事業年度において当社がデジタルリス
ク事業の単一セグメントである場合には、セグメント
営業利益に代えて損益計算書（連結損益計算書を作成
している場合には連結損益計算書）における営業利益
をもって行うものとする。また、事業セグメントの変
更等により上記セグメント営業利益を参照することが
適切でないと取締役会が判断した場合や適用する会計
基準の変更等により参照すべき指標の概念に重要な変
更があった場合には、上記利益目標と実質的に同等な
ものとして別途参照すべき経営指標を取締役会にて定
めるものとする。
③ 受益者は、本第６回新株予約権の権利行使時にお
いて、当社または当社関係会社の取締役、監査役、従
業員または顧問であることを要する。ただし、任期満
了による退任、定年退職、その他正当な理由があると
取締役会が認めた場合は、この限りではない。
④ 受益者が死亡した場合、その相続人は本第６回新
株予約権を行使することができない。
⑤ 本第６回新株予約権の行使によって、当社の発行
済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超
過することとなるときは、当該本第６回新株予約権の
行使を行うことはできない。
⑥ 各本第６回新株予約権１個未満の行使を行うこと
はできない。
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保有状況 取締役
保有者数 ２名
個数 1,029個
株式の数 普通株式 102,900株

（注）信託期間満了日（2021年６月１日）の到来に伴い、当社グループの役員及び従業員並びに顧問契約を締
結している者のうち受益者適格要件を満たす者に対して、その功績に応じ、上記のとおり分配しておりま
す。
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④第７回新株予約権（2020年７月20日取締役会決議）

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり2,400円
新株予約権の行使価格 普通株式１株当たり1,202円
新株予約権の行使期間 2020年８月21日 ～ 2030年８月20日

新株予約権の行使の条件

① 割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至る
までの間に東京証券取引所における当社普通株式の普
通取引終値の１ヶ月間の平均値が一度でも行使価額に
30％を乗じた価格を下回った場合、新株予約権者は残
存するすべての本新株予約権を行使価額で行使期間の
満期日までに行使しなければならないものとする。但
し、次に掲げる場合に該当するときはこの限りではな
い。
(a) 当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判
明した場合
(b) 当社が法令や金融商品取引所の規則に従って開示
すべき重要な事実を適正に開示していなかったことが
判明した場合
(c) 当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他
本新株予約権発行日において前提とされていた事情に
大きな変更が生じた場合
(d) その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害す
ると客観的に認められる行為をなした場合
② 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相
続人による本新株予約権の行使は認めない。
③ 新株予約権者による新株予約権の放棄は認めない。
④ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式
総数が当該時点における発行可能株式総数を超過する
こととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うこ
とはできない。
⑤ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはでき
ない。

保有状況 取締役
保有者数 １名
個数 4,166個
株式の数 普通株式 416,600株
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⑤第９回新株予約権（2023年7月24日取締役会決議）

新株予約権の払込金額 新株予約権１株当たり1,936円
新株予約権の行使価格 普通株式１株当たり1,030円
新株予約権の行使期間 2023 年８月 10 日から 2031 年８月８日

新株予約権の行使の条件

① 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総
数が当該時点における授権株式数を超過することとな
るときは、当該本新株予約権の行使を行うことはでき
ない。
② 各本新株予約権の一部行使はできない。

保有状況 取締役
保有者数 １名
個数 1,941個
株式の数 普通株式 194,100株

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に対して交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の氏名等（2024年２月29日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 菅 原 貴 弘

㈱AIK 取締役
㈱JAPANDX 代表取締役
㈱エルテスキャピタル 代表取締役
gooddaysホールディングス㈱ 社外取締役
㈱アンビスホールディングス 社外監査役

取 締 役 三 川 剛
㈱JAPANDX 取締役社長
㈱メタウン 代表取締役
プレイネクストラボ㈱ 代表取締役

取 締 役 伊 藤 真 道 ㈱グラニフ 社外監査役

取 締 役 佐 藤 哲 朗 ㈱メタウン 取締役

取 締 役 伊 藤 豊
KMFG㈱ 代表取締役
一般財団法人ルビ財団 代表理事
㈱TOUCH TO GO 社外取締役

取 締 役 浅 沼 智 之 ㈱M-works 代表取締役
あさぬま土地家屋調査士法人 特定社員

常 勤 監 査 役 宮 崎 園 子 ー

監 査 役 本 橋 広 行
本橋公認会計士事務所 代表
㈱ステイト・オブ・マインド 社外取締役
㈱PR Table 社外監査役
ウリドキ㈱ 社外監査役

監 査 役 高 橋 宜 治 ㈱ワイズ・ステージ 会長
一般社団法人ディレクトフォース 理事・事務局長

（注）1. 取締役 伊藤 豊氏及び浅沼 智之氏は、社外取締役であります。
2. 監査役 本橋 広行氏及び高橋 宜治氏は、社外監査役であります。
3. 当社は、取締役 伊藤 豊氏及び浅沼 智之氏並びに監査役 本橋 広行氏及び高橋 宜治氏を東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
4. 監査役 本橋 広行氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しています。
5. 取締役 伊藤 豊氏及び浅沼 智之氏は、2023年5月24日付の定時株主総会において選任され、就任いたしました。
6. 当事業年度中に退任した取締役

氏名 退任時の地位、担当及び重要な兼職の状況 退任日 理由

松 林 篤 樹 取締役
㈱AIK 取締役 2023年５月24日 辞任

伊 藤 潤 一

取締役
㈱クラウドワークス 取締役兼執行役員CHRO
アップセルテクノロジィーズ㈱ 社外取締役
BABY JOB㈱ 社外取締役
㈱Life Time Partner 代表取締役社長

2023年４月30日 辞任

道 祖 修 二 取締役
㈱メタウン 代表取締役 2023年11月29日 辞任
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(2) 責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害
賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が定める最
低責任限度額としております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、役員がその期待される役割を十分に発揮することができるようにするとともに、役員として有

用な人材の招聘を行うことができるよう、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、当社が保
険料の全額を負担しております。その契約の内容の概要は、役員、子会社の役員、執行役員、管理職従業
員を被保険者として、被保険者が会社の役員としての業務につき行った行為に起因して、保険期間中に株
主、会社、従業員、その他第三者から損害賠償請求がなされた場合に、係る損害賠償金及び訴訟費用等を
補うものです。ただし、贈収賄等の犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員自身の損害等は補償対象外
とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が損なわれないように措置を講じております。

(4) 役員の報酬等
当社は、2021年3月16日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を

決議しております。
①取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
各取締役の報酬等の額は、当社の持続的な成長を図る中で、各職責を踏まえた適正な水準とすること
を基本方針としております。具体的には、基本報酬としての月額報酬のみとし、すべて金銭にて支払
うものとします。

②取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の報酬限度額は、2017年10月6日開催の臨時株主総会において年額200百万円以内（うち、
社外取締役分40,000千円以内）と決議頂いております。当該臨時株主総会終結時点の取締役の員数
は４名（うち、社外取締役は２名）です。監査役の報酬限度額は、2014年1月31日開催の臨時株主
総会において年額30百万円以内と決議頂いております。当該臨時株主総会終結時点の監査役の員数は
０名です。

③取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
個人別の報酬額については、取締役会決議に基づき代表取締役社長菅原 貴弘がその具体的内容につ
いて委任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額の評価配分とします。権限
を委任した理由は、各取締役の職責や業績への貢献度等を公平公正に評価するには、代表取締役社長
が最も適していると判断したためであります。監査役の報酬等の額は、承認された報酬限度額内にお
いて監査役の協議により、常勤・非常勤の別、監査業務の状況を考慮して決定しております。

④取締役の個人別の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると取締役会が判断した理由
個人別の報酬額の決定にあたっては、当社の事業状況や各取締役の職務遂行状況を理解していること
から、代表取締役社長 菅原 貴弘に一任しており、また、適正な水準となっていることから決定方針
に沿うものであると取締役会は判断しております。
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取締役 9 名 126,700千円（うち社外 3 名 3,150千円)
監査役 3 名 11,700千円（うち社外 2 名 6,900千円)
(注)取締役の報酬等の総額には、期中に退任した取締役３名を含んでおります。

(5) 社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係
取締役伊藤 豊氏は、KMFG㈱の代表取締役、一般財団法人ルビ財団の代表理事及び㈱TOUCH TO

GOの社外取締役であります。当社と兼職先との間には、重要な取引その他の関係はありません。
取締役浅沼 智之氏は、㈱M-works代表取締役、あさぬま土地家屋調査士法人の特定社員であります。

当社と兼職先との間には、重要な取引その他の関係はありません。
監査役本橋 広行氏は、本橋公認会計士事務所の代表であり、㈱ステイト・オブ・マインドの社外取締

役、㈱PR Table及びウリドキ㈱の社外監査役であります。当社と兼職先との間には、重要な取引その他
の関係はありません。
監査役高橋 宜治氏は、㈱ワイズ・ステージの会長及び一般社団法人ディレクトフォースの理事・事務

局長であります。当社と兼職先との間には、重要な取引その他の関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 伊 藤 豊

同氏が選任された以降に開催された取締役会14回（当事業年度に開催された取締役会18
回）全てに出席いたしました。上場企業経営者としての豊富な経験を活かし、独立した立
場から当社の業務遂行の監督機能を果たして頂くことを期待しておりましたが、経営の意
思決定の妥当性及び適正性を確保するための助言・提言を積極的に行って頂くなど、当社
の社外取締役として適切な役割を果たして頂いております。

取 締 役 浅 沼 智 之

同氏が選任された以降に開催された取締役会14回（当事業年度に開催された取締役会18
回）のうち13回に出席いたしました。不動産実務経験とデジタルツインに関する知見を活
かし、当社の業務遂行の監督機能を果たして頂くことを期待しておりましたが、専門的な
観点から監督・助言を積極的に行って頂くなど、当社の社外取締役として適切な役割を果
たして頂いております。

監 査 役 本 橋 広 行
当事業年度に開催された取締役会18回全てに、監査役会12回全てに出席いたしました。公
認会計士としての長年の実務経験と豊富な知識及び情報通信業における組織構築やガバナ
ンス上の課題解決の見地から、経営判断や意思決定について適宜発言を行っております。

監 査 役 高 橋 宜 治
当事業年度に開催された取締役会18回全てに、監査役会12回全てに出席いたしました。経
営管理の豊富な経験・知識を活かし、適切な組織運営の見地から、経営判断や意思決定に
ついて適宜発言を行っております。

（注）書面決議による取締役会の回数は除いております。
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5. 会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

三優監査法人

(2) 報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 43,000千円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 45,000千円

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確
に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額
を記載しております。

２. 当社の監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが適切であるか
どうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意する旨の判断をいたしました。

３. 上記以外に前事業年度の監査に係る追加報酬9,900千円を支払っております。

(3) 非監査業務の内容
当社の連結子会社の一部は、会計監査人に対して、予備調査を委託し、その対価を支払っております。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総

会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合には、監査役

全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最
初に招集される株主総会において会計監査人を解任した旨およびその理由を報告いたします。

2024年04月25日 18時36分 $FOLDER; 32ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



31

6. 会社の体制及び方針
(1) 業務の適正を確保するための体制

当社は、会社法及び会社法施行規則に定める業務の適正を確保するための体制について、取締役会にお
いて「内部統制に係る基本方針」を決議しております。その概要は以下のとおりであります。

① 取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
当社は、監査役会設置会社とし、取締役会の監督機能と監査役の監査機能を通して、取締役の職務執行

が、法令、定款及び諸規程等に適合することを確保いたします。取締役及び従業員は、企業倫理の確立な
らびに取締役及び従業員による法令、定款及び社内規程の遵守の確保を目的として制定した「コンプライ
アンス規程」を遵守します。また、内部統制担当者が推進する研修及び点検等を通じて、コンプライアン
スの維持向上を図ります。内部監査においては、法令、定款及び社内規程の遵守状況の監査、問題点の指
摘及び改善策の提案等を行います。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役会議事録等、その他重要な書類等の取締役の職務の執行に係る情報について、適正に記録し、諸

規程に基づき、文書または電磁的記録により適切な保存 • 管理を行います。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
リスク管理については「リスクマネジメント規程」に基づき、効果的かつ総合的に実施します。経営を

めぐる各種リスクについては、内部統制担当者が総括し、各種リスクへの対応状況を検討し定期的な評価
と新たなリスクの特定を行い、対応策を実施することによりリスク低減を図るとともに、必要に応じて取
締役会に報告される体制をとっております。また、内部監査を実施し、リスク管理体制の評価を行うとと
もに、潜在的なリスクの発生状況を監査します。経営に重大な影響を与える危機が発生した場合は、代表
取締役社長を責任者とした対策本部を設置し、損失を最小限に抑えるとともに早期の回復に努めます。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、毎月の定時取締役会を開催する他、必要に応じて臨時に取締役会を開催し、経営に関する重要

事項について審議及び決定するとともに、業務の進捗やリスクに関する事項について審議及び評価を行い
ます。取締役の職務の執行の効率性を確保するため、取締役会において経営資源の配分を決定し、年度予
算等により具体的な経営目標を定め、その経営目標の達成状況につき定期的に検証することにより、業務
の効率化を図ります。当社は、意思決定事項についての決裁方法、決裁者を定めた「職務権限規程」及
び、各組織の業務分掌を定めた「職務分掌規程」を策定し、業務執行の範囲及び責任を明確化いたしま
す。
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⑤ 当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社及び当社子会社は、諸規程等に基づき、適正な業務運営のための体制を整備するとともに、定期的

または臨時に内部監査を実施し、内部統制の整備運用を推進し、改善策の指導、実施の支援及び助言等を
行います。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関わる事項
監査役がその職務を補助すべき従業員を求めた場合、補助する業務内容に応じて適切な人材と人員を選

出します。当該従業員については、取締役からの独立性と指示の実効性を確保するために、監査補助業務
については監査役の指揮命令下で職務を遂行し、取締役の指揮命令を受けないものとします。
また、当該従業員は監査補助業務を他の業務に優先して従事するものとし、当該従業員の任命、異動、

評価、懲戒は監査役会の同意を要するものとします。

⑦ 取締役及び従業員が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制
取締役及び従業員は、監査役が出席する取締役会その他重要な会議を通して、経営、財務及びコンプラ

イアンスの遵守状況、事業の進捗状況、経営の重要事項を定期的に報告します。取締役及び従業員は、そ
の職務遂行に関して不正行為、法令または定款に違反する重大な事実の発生、当社に著しい損害を及ぼす
おそれのある事実の発生等があった場合、直ちに監査役会に報告します。
監査役は、いつでも取締役及び従業員に対して事業の報告を求めることができるものとし、報告を求め

られた取締役及び従業員は遅滞なく監査役に報告します。また、当社子会社の取締役及び従業員は、当社
の取締役及び従業員と同様に、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実の発生等があった場合には、
直ちに監査役会に報告するものとします。当社の監査役は、必要に応じて子会社の取締役及び従業員に対
し、業務執行内容の報告を求めることができるものとします。

⑧ 監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないことを確保する
ための体制
「内部通報制度規程」を策定し、役員及び従業員等が内部通報制度を通じて内部通報を行い、その通報

が客観的な合理的根拠に基づき誠意あるものであると判断した場合、当該通報を理由として通報者に対す
る不利益な取扱いを行わず、かつ当該通報行為に対する報復行為や差別行為から通報者を保護するものと
します。
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⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続きその他の当該職務の執行について生
ずる費用または債務の処理に関する事項
監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において

審議のうえ、監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を
処理します。また、緊急または臨時に支出した費用等についても、当社が事後的に負担するものとしま
す。なお、監査役会は、職務の遂行上必要と認める費用等について、予め予算を計上できるものとしま
す。

⑩ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役は監査のために必要となる会議に出席し、経営の適法性や効率性について監督するものとしま

す。また、監査役は、弁護士や公認会計士等の外部専門家ならびに内部監査部門等と緊密な連携を図ると
ともに、代表取締役社長との間で監査全般に係る意見交換の会合を定期的に開催しております。

⑪ 財務報告の信頼性を確保するための体制
財務報告の信頼性の確保及び金融商品取引法に定める内部統制報告書の有効かつ適切な提出のために

「財務報告に係る基本方針」を定め、これに基づく内部統制の整備運用を行うとともに、金融商品取引法
及びその他の関連法令等との整合性を確保するために、その仕組みを継続的に評価し、有効性向上のため
の取り組みを行います。

⑫ 反社会的勢力排除に向けた体制
市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、取引関係その他一切の関係を持たず、反社会

的勢力から不当な要求等を受けた場合には、組織的に毅然とした姿勢で対応します。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社は、取締役会において決議された「内部統制に係る基本方針」に基づき、内部統制システムを整備

し運用しております。当事業年度における運用状況の概要は以下の通りです。

① 取締役の職務の執行について
経営及び業務執行の意思決定機関として、取締役会を月１回以上定期的に開催し、取締役の職務執行の

監督を行うとともに、活発な意見交換と審議の充実に努めました。また、２名の社外取締役が在籍してお
り、適宜忌憚のない意見を述べることで経営や業務執行の監督機能、牽制機能を担っております。なお、
当事業年度においては、取締役会を18回開催しております。
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② リスク管理体制について
総括的管理体制として、本部長及び執行役員で構成される経営委員会において既存リスクの低減や新た

なリスクの特定を行うとともに、リスクの早期発見とリスク顕在化の未然防止に努めております。また、
人事部門長及び顧問弁護士を窓口とする内部通報制度を設置しております。

③ コンプライアンス体制について
コンプライアンスへの理解を深め、健全な業務執行環境を構築するため、労働者派遣法をはじめとした

各種研修を行うとともに、当該研修の理解度の確認等を行い、法令及び社会規範の遵守の浸透、啓発を図
っております。

④ 監査役の職務の執行について
株主総会、取締役会に出席するほか、監査役会において定めた監査計画に基づき、重要会議への出席、

重要書類の閲覧、取締役や幹部社員との面談、従業員への質問、グループ会社への往査等により、監査を
実施しました。また、内部監査室及び会計監査人と綿密に連携し、監査の実効性および効率性の向上、内
部統制の改善に努めております。

⑤ 内部監査の実施について
「年間監査計画書」に基づき、全部門を対象に、リスクアプローチに基づく重点監査を行うことを方針

として実施しております。年間を通じて、組織構造の変化に柔軟に対応して監査及び指摘事項の改善確認
を行うとともに、監査役と定期的な情報及び意見の交換を行い、相互連携の強化に努めております。ま
た、随時モニタリングを実施し、発見的統制の強化を図っております。

⑥ その他
財務報告の信頼性を確保するため、「財務報告に係る内部統制の整備・運用及び評価の基本方針書」を

策定し、これに基づき内部統制の整備、運用及び評価に努めました。
反社会的勢力排除に向け、反社会的勢力対応規程に基づき、取引先と締結する契約書に反社会的勢力排

除条項明記の徹底、取引開始時の調査、顧問弁護士等外部専門家との連携等体制を確立しております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2024年２月29日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 2,926,618 流 動 負 債 2,039,448

現 金 及 び 預 金 1,556,163 買 掛 金 159,582

受取手形、売掛金及び契約資産 1,235,303 短 期 借 入 金 541,200

そ の 他 164,598 １ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 693,869

貸 倒 引 当 金 △29,446 未 払 金 165,536

固 定 資 産 3,971,405 未 払 法 人 税 等 2,532

有 形 固 定 資 産 59,281 賞 与 引 当 金 75,058

建 物 附 属 設 備 30,821 株 主 優 待 引 当 金 11,325

工 具、 器 具 及 び 備 品 26,837 そ の 他 390,343

そ の 他 1,623 固 定 負 債 2,248,689

無 形 固 定 資 産 2,851,585 長 期 借 入 金 2,091,900

ソ フ ト ウ エ ア 247,722 預 り 保 証 金 139,119

の れ ん 2,603,803 そ の 他 17,669

そ の 他 59 負 債 合 計 4,288,137

投 資 そ の 他 の 資 産 1,060,538 純 資 産 の 部

投 資 有 価 証 券 528,798 株 主 資 本 2,558,767

関 連 会 社 株 式 20,251 資 本 金 1,223,581

敷 金 88,239 資 本 剰 余 金 1,284,860

繰 延 税 金 資 産 383,560 利 益 剰 余 金 50,692

そ の 他 39,688 自 己 株 式 △367

貸 倒 引 当 金 △0 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 △5,224

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △5,224

新 株 予 約 権 56,344

純 資 産 合 計 2,609,886

資 産 合 計 6,898,024 負 債 純 資 産 合 計 6,898,024
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連 結 損 益 計 算 書

（2023年
2024年

３
２

月
月

１
29

日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 6,535,138
売 上 原 価 4,035,457
売 上 総 利 益 2,499,681
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,317,604
営 業 利 益 182,077
営 業 外 収 益

受 取 利 息 174
受 取 配 当 金 76
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 2,577
補 助 金 収 入 1,255
受 取 手 数 料 1,014
キ ャ ッ シ ュ バ ッ ク 収 入 1,420
消 費 税 還 付 収 入 2,168
そ の 他 4,867 13,554

営 業 外 費 用
支 払 利 息 26,689
支 払 手 数 料 10,350
新 株 予 約 権 発 行 費 5,238
投 資 事 業 組 合 運 用 損 2,014
そ の 他 7,809 52,103

経 常 利 益 143,528
特 別 損 失

株 式 報 酬 費 用 消 滅 損 2,083
固 定 資 産 除 却 損 0
投 資 有 価 証 券 評 価 損 58,639 60,723

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 82,804
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 74,112
法 人 税 等 調 整 額 △248,609 △174,497
当 期 純 利 益 257,302
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 257,302
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連結株主資本等変動計算書

（2023年
2024年

３
２

月
月

１
29

日から
日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,217,581 1,268,960 △206,609 △367 2,279,565

当 期 変 動 額
新 株 の 発 行
( 新 株 予 約 権 の 行 使 ) 6,000 6,000 12,000

親会社株主に帰属する当期純利益 257,302 257,302

連結子会社の増資による持分の増減 9,900 9,900

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) ―

当 期 変 動 額 合 計 6,000 15,900 257,302 ― 279,202

当 期 末 残 高 1,223,581 1,284,860 50,692 △367 2,558,767

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 その他の包括利益累計額合計

当 期 首 残 高 8,649 8,649 46,800 2,335,015

当 期 変 動 額
新 株 の 発 行
( 新 株 予 約 権 の 行 使 ) 12,000

親会社株主に帰属する当期純利益 257,302

連結子会社の増資による持分の増減 9,900

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) △13,874 △13,874 9,544 △4,330

当 期 変 動 額 合 計 △13,874 △13,874 9,544 274,871

当 期 末 残 高 △5,224 △5,224 56,344 2,609,886
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連 結 注 記 表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結の対象としており、その内容は次のとおりであります。
連結子会社の数 11社
連結子会社の名称 株式会社ＡＩＫ、株式会社エルテスキャピタル

株式会社エフエーアイ、株式会社ＪＡＰＡＮＤＸ
株式会社Ａｎｄ Ｓｅｃｕｒｉｔｙ、ＩＳＡ株式会社、ＳＳＳ株式会社
株式会社ＧｌｏＬｉｎｇ、アクター株式会社、株式会社メタウン
プレイネクストラボ株式会社

第２四半期連結会計期間より、当社の連結子会社である株式会社ＪＡＰＡＮＤＸ
が2023年７月３日に、プレイネクストラボ株式会社の全株式を取得したため、当
該１社を連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の関連会社数 １社 ＵＴ創業者の会有限責任事業組合
（2）主要な持分法を適用しない関連会社

主要な関連会社の名称 株式会社イーキューソリューションズ・ジャパン
なお、持分法を適用していない関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外
しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採
用しております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。
なお、投資事業有限責任組合への出資(金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされ
るもの)については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎
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とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法を採用しております。但し、2016年４月１日以降取得の建物附属設備については、定額法
を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物附属設備 ２年～15年
工具、器具及び備品 ２年～20年

② 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、見込利用可能期間（５年以内）に基づく定額法により

ますが、利用目的が第三者への業務処理サービスの提供目的であり、収益との対応も明確なソフトウ
ェアについては、「市場販売目的のソフトウェア」と同様の償却方法を採用しております。「業務処理
サービス提供目的のソフトウェア」については、見込販売期間（3年以内）における見込販売収益に
基づく償却額と販売可能な残存販売期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上して
おります。ただし、警備事業DXの支援サービス提供に係るソフトウェアについては、投下資本の回
収期間を長く見込んでいるため、見込販売期間を５年としております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を

計上しております。
③ 株主優待引当金

株主優待制度に伴う支出に備えるため、発生すると見込まれる額を合理的に見積り計上しておりま
す。

（４）重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容

及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであります。

① デジタルリスク事業
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デジタルリスク事業においては、主にＳＮＳやブログなどのＷｅｂ上のソーシャルメディア
に起因するリスク対策を支援するソーシャルリスク対策と営業秘密情報の持ち出しなどの社内
に潜むリスクを検知するインターナルリスク対策を提供しております。
サービス導入までに係る環境設定等の費用は、顧客が利用可能な状態にすることで履行義務

が充足されると判断し、一時点で収益を認識しております。環境設定後のサービス利用料は、
一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、契約期間にわたって収益を認識しており
ます。

② ＡＩセキュリティ事業
ＡＩセキュリティ事業は、フィジカルな警備事業の運営、及び、ＡＩやＩｏＴを組み合わせ

た警備業界のＤＸ推進に係るサービス「ＡＩＫ ｏｒｄｅｒ」等を提供しております。 警備事
業の運営は、顧客との契約に基づき、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、契
約期間にわたって収益を認識しております。
「AＩＫ ｏｒｄｅｒ」は、当社グループから顧客に提供したソフトウェアを利用することを

通じて、警備会社との間で警備サービス提供取引が成立することで履行義務が充足されると判
断し、一時点で収益を認識しております。

③ ＤＸ推進事業
ＤＸ推進事業は、行政の住民サービスのデジタル化支援、エンジニアなどのＤＸ人材の派遣

サービス、プロパティ・マネジメント事業を提供しております。
デジタル化支援については、サービス導入までに係わる環境設定等の費用は、顧客が利用可

能な状態にすることで履行義務が充足されると判断し、一時点で収益を計上しております。環
境設定後のサービス利用料は一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、契約期間に
わたって収益を認識しております。
DX人材の派遣については、顧客との契約に基づき一定の期間にわたり履行義務が充足される

と判断し、契約期間にわたって収益を認識しております。
プロパティ・マネジメント事業については、賃借人との賃貸借契約に基づき、一定の期間に

わたり履行義務が充足されると判断し、契約期間にわたって収益を認識しております。
なお、サブリース物件の賃貸収入については、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基

準第13号 2007年３月30日）等に基づき収益を認識しております。

（５）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
① のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、５～10年間で均等償却しております。
② グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用しております。ただし、株式会社AIK及びその子会社である株式会社エフ
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エーアイ、株式会社And Security、ISA株式会社、SSS株式会社においては、グループ通算に含めて
おりません。なお、当該5社については、株式会社AIKを親会社としてグループ通算制度を適用してお
ります。

③ 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
当社は、当連結会計年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しております。これに伴

い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を
適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年８月12日。以下
「実務対応報告第42号」という。）に従っております。また、実務対応報告第42号第32項（１）に基
づき、実務対応報告第42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。

(会計方針の変更に関する注記)
時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以

下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適
用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方
針を将来にわたって適用することといたしました。これによる連結計算書類に与える影響はありませ
ん。

（重要な会計上の見積りに関する注記）
１. ソフトウエアの評価

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
ソフトウエア 247,722千円
（うち、自治体向けDXの支援サービス提供に係るソフトウエア118,943千円

警備事業ＤＸの支援サービス提供に係るソフトウェア70,691千円）

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結貸借対照表に計上されているソフトウエアのうち、自治体向けDXの支援サービス提供および

警備事業DXの支援サービス提供に係るソフトウエアについては、未償却残高が翌期以降の見込販売
収益の額を上回った場合、当該超過額は一時の費用又は損失として処理することとしております。
当該ソフトウエアについては、将来の見込販売収益の予測により、資産性の検討を行っておりま

す。見込販売収益の予測に関する見積りに用いられた重要な仮定には、主として新規の受注獲得見込
が含まれております。
上記の見込販売収益の予測は、新規の受注獲得見込みを主な仮定としており、翌連結会計年度にお

いて予測通りの受注が行われないなど、当該ソフトウエアの投資額を回収できなくなる見込みとなっ
た場合には、一時の費用又は損失が発生する可能性があり、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な
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影響を与える可能性があります。

２. 非上場株式等の評価
(1) 当連結会計年度中に連結計算書類に計上した金額

投資有価証券（非上場株式等） 119,646 千円

投資有価証券評価損 58,639 千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、当社グループの持続的な成長を実現するため、非上場企業への投資を行っており

ます。非上場株式等の評価については、当該株式等の実質価額が取得原価と比べて50%程度以上低下
した場合に、株式等の実質価格が著しく低下したと判断し、回復可能性が十分な証拠によって裏付け
られる場合を除き、減損処理を行うこととしております。超過収益力を加味して取得した非上場株式
等については、超過収益力が毀損したため実質価格が著しく低下したと認められた場合、減損処理を
行うこととしております。
取得時の超過収益力の毀損の有無は、投資先の事業計画の実現可能性、計画と実績の乖離状況、売

上高成長率を総合的に勘案して判断しております。投資先の事業計画と実績に乖離等が生じ超過収益
力の毀損が認められた場合には、減損処理が必要となり、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影
響を与える可能性があります。

３.のれんの評価
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

のれん 2,603,803千円

(2) 識別した項目にかかる重要な会計上の見積りの内容に関する情報
子会社株式を取得した際に発生したものです。のれんについては、減損の兆候の有無を検討し、減

損の兆候を識別した場合には、のれんの残存償却期間に対応する期間における割引前将来キャッシ
ュ・フローを事業計画に基づいて算定し、帳簿価額と比較して減損損失の認識の要否を判定していま
す。減損損失の認識が必要と判定された場合、当該のれんについては、回収可能価額まで減額し、当
該減少額を減損損失として認識します。
当連結会計年度において、のれんに減損の兆候を識別した資産グループについては、のれんの減損

損失の認識の判定を行っております。のれんの減損損失の認識の判定にあたり、資産グループの継続
的使用によって生じる将来キャッシュ・フローの見積りは、取締役会等が承認した事業計画をもとに
作成しており、事業計画における主要な仮定は主に売上高予測、人件費予測及び外注費予測と考えて
おります。主要な仮定の不確実性は高く、経営環境の変化等により、仮定の見直しが必要となった場
合、翌連結会計年度の連結のれんの金額に重要な影響を与える可能性があります。
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(追加情報)
(財務制限条項）
1．当社の連結子会社である株式会社ＡＩＫは、株式会社ＡｎｄＳｅｃｕｒｉｔｙの全株式を取得し、完全

子会社化するための株式取得資金として、株式会社りそな銀行と2020年12月25日付で「金銭消費貸
借契約」を締結しており、この契約に基づく借入金残高は次のとおりであります。

前連結会計年度 当連結会計年度

(2023年２月28日) (2024年２月29日)

借入金残高 450,000千円 375,000千円

なお、当該契約には、下記の財務制限条項が付されております。
2022年２月期以降、債務者、株式会社エルテス及び株式会社ＡｎｄＳｅｃｕｒｉｔｙの各事業年

度の決算期におけるそれぞれの単体の損益計算書に示されるキャッシュフローの合計金額を75,000
千円以上に維持すること。
なお、キャッシュフローの金額とは、経常損益、減価償却費及びのれん償却費の合計金額から法人

税等充当額を控除した金額をいう。

２．当社の連結子会社である株式会社ＡＩＫは、ＩＳＡ株式会社およびＳＳＳ株式会社の全株式を取得し、
両社を完全子会社化するための株式取得資金として、株式会社りそな銀行と2022年３月14日付で
「金銭消費貸借契約」を締結しており、この契約に基づく借入金残高は次のとおりであります。

前連結会計年度 当連結会計年度

(2023年２月28日) (2024年２月29日)

借入金残高 525,638千円 450,638千円

なお、当該契約には、下記の財務制限条項が付されております。
2024年２月期以降の各事業年度の決算期における親会社である株式会社エルテスの連結損益計算

書のキャッシュフローの金額を、資金使途を株式購入資金又は設備資金とする長期借入金の当該事業
年度における約定返済額以上に維持すること。
なお、キャッシュフローの金額とは、経常損益、減価償却費及びのれん償却費の合計金額から法人
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税等充当額及び支払配当額を控除した金額をいう。

３．当社の連結子会社である株式会社JAPANDXは、株式会社メタウン(旧バンズ保証株式会社）の全株式
を取得し、完全子会社化するための株式取得資金として、株式会社りそな銀行と2022年９月１日付で
「金銭消費貸借契約」を締結した。株式会社エルテスと株式会社JAPANDXは、2023年12月26日付で
株式会社メタウンに関する吸収分割契約を締結し、同日に株式取得資金に対する借入金残高を株式会
社エルテスが引受けた。本契約に関する残高は次のとおりであります。

前連結会計年度 当連結会計年度

(2023年２月28日) (2024年２月29日)

借入金残高 1,114,300千円 942,900千円

なお、当該契約には、下記の財務制限条項が付されております。
2024年２月期以降の各事業年度の決算期における株式会社エルテスの連結損益計算書のキャッシ

ュフローの金額を、資金使途を株式購入資金又は設備資金とする長期借入金の当該事業年度における
約定返済額以上に維持すること。
なお、キャッシュフローの金額とは、経常損益、減価償却費及びのれん償却費の合計金額から法人

税等充当額及び支払配当額を控除した金額をいう。

４．当社の連結子会社である株式会社JAPANDXは、プレイネクストラボ株式会社の全株式を取得し、完
全子会社化するための株式取得資金として、株式会社りそな銀行と2023年７月３日付で「金銭消費貸
借契約」を締結した。本契約に関する残高は次のとおりであります。

前連結会計年度 当連結会計年度

(2023年２月28日) (2024年２月29日)

借入金残高 ー千円 371,429千円

なお、当該契約には、下記の財務制限条項が付されております。
各事業年度の決算期における単体の貸借対照表に示される純資産の部の金額を、前年同期比75％

以上に維持すること。各事業年度の決算期における単体の損益計算書に示される営業損益を0百万円

2024年04月25日 18時36分 $FOLDER; 46ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



45

以上に維持すること。2025年２月期以降の決算期における単体の損益計箕書に示されるキャッシュ
フローを 当該決算期における長期借入金約定返済額以上に維持すること。なお、ここでいうキャッ
シュフローとは、経常損益、減価償却費及びのれん償却費の合計金額から法人税等充当額を控除した
金額をいう。

（連結貸借対照表に関する注記）
１．受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権の金額及び契約資産

受取手形 7,810千円
売掛金 1,036,650千円
契約資産 190,843千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 114,281千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 6,070,880株
２． 当連結会計年度末における自己株式の数

普通株式 37,623株
３. 配当に関する事項

該当事項はありません。
４. 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式

の数
普通株式 1,620,800株
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金計画に基づき、必要な資金を調達しております。資金運用については、短期的
な預金等に限定し、デリバティブ取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、主に株式であります。上場株式については、主に業務上の関係を有する企業の株式

でありますが、市場価格の変動リスクに晒されております。非上場の株式については、発行体の信用リ
スクに晒されております。
営業債務である買掛金は３ヶ月以内の支払期日であります。
借入金は主に運転資金や企業買収に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、

最長で6年以内であります。
(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク(取引先の契約不履行に係るリスク)の管理

当社グループは、社内規程に従い、取引先の状況を定期的に確認し、取引相手先ごとに財務状況等の
悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

② 市場リスクの管理
投資有価証券のうち上場株式については、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上

の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価や取引先の財務状況を把握し、取引先企業との関係を
勘案して保有状況を継続的に見直しております。非上場の株式については、発行体の信用リスクに晒さ
れており、定期的に発行体の財務状況等を把握しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できないリスク)の管理
当社グループは、各部門からの報告に基づき担当部門が適時に資金計画を作成及び更新するととも

に、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。
(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因に織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2024年２月29日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

（１）投資有価証券 （※２）

その他有価証券 223,706 223,706 ー

資産計 223,706 223,706 ー

（２）長期借入金 （※３）
（1年内返済予定を含む） 2,785,769 2,789,827 4,057

負債計 2,785,769 2,789,827 4,057

（※１）「現金及び預金」、「受取手形、売掛金及び契約資産」、「買掛金」、「短期借入金」、「未払金」、「未払法人
税等」については、短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略
しております。連結貸借対照表計上額の内訳は以下のとおりであります。

金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 1,556,163 ー ー ー
受取手形、売掛金及び契約資産 1,235,303 ー ー ー

合計 2,791,466 ー ー ー
（※２）市場価格のない株式等は、「(1）投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対

照表計上額は以下のとおりであります。

(単位：千円)
区分 当連結会計年度

非上場株式等 119,646
投資事業有限責任組合出資 185,445
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(※３) 長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

長期借入金 693,869 472,490 478,284 417,882 409,802 313,442

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の 3 つの
レベルに分類しております。
レベル 1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した

時価
レベル 2 の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて

算定した時価
レベル 3 の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが
それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して
おります。

（１）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券
株式 223,706 ー ー 223,706
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（２）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分 時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 ー 2,789,827 ー 2,789,827

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その
時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基

に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)
報告セグメント

合計デジタル
リスク事業

ＡＩセキュリ
ティ事業 ＤＸ推進事業

顧客との契約から生じる
収益 2,604,714 1,519,425 1,368,984 5,493,124

その他の収益 ― ― 1,042,014 1,042,014

外部顧客への売上高 2,604,714 1,519,425 2,410,998 6,535,138

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「連結注記表（連結計算書類の作成のた

めの基本となる重要な事項に関する注記等）4．会計方針に関する事項 (４)重要な収益及び費用の計上基
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準」に記載のとおりであります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高は以下のとおりです。

(単位：千円)
当連結会計年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権
（受取手形及び売掛金） 627,863 1,044,460

契約資産 5,510 190,843

契約負債 51,368 51,846

② 残存履行義務に配分した取引価格
当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、残存履行義務

に配分された取引価格の記載を省略しております。なお、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に
含まれていない重要な金額はありません。

（企業結合・事業分離に関する注記）
当社は、2023年６月26日開催の取締役会決議に基づき、当社の連結子会社である株式会社ＪＡＰＡＮ

ＤＸ（以下、「ＪＡＰＡＮＤＸ」という。）が、プレイネクストラボ株式会社（以下、「プレイネクストラ
ボ」という。）の全株式を取得し、プレイネクストラボは当社の連結子会社となりました。

① 企業結合の概要
(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 プレイネクストラボ株式会社
事業の内容 ＤＸ開発事業、ＧｏｖＴｅｃｈ事業

(2) 企業結合を行った主な理由
2020年に設立した当社連結子会社のＪＡＰＡＮＤＸでは、「堅守速攻のデジタルトランスフォーメ

ーション」をミッションとして、これまで当社グループが培ってきたリスクマネジメントや社会のデ
ジタル化に関するノウハウを活用した自治体・企業向けのＤＸソリューションを提供しております。
プレイネクストラボは、所属エンジニアの高い技術力を武器に、企業や自治体へのＤＸ開発支援を
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行う企業です。従来は企業へのＤＸ人材の派遣とＷＥＢ・モバイルアプリ・インフラ等のＤＸ受託開
発を中核事業としてきましたが、近年、LＩＮＥの公式アカウントを活用して自治体の住民サービス
をデジタル化するＧｏｖＴｅｃｈ事業が大きく成長しており、広域自治体を含む全国約60の自治体に
サービスを提供しています。
JAPANDXとプレイネクストラボが合流することにより、それぞれの自治体ＤＸソリューションの

連携による機能拡充や、自治体ネットワークの急拡大によるサービスの販売促進、自治体・企業から
のニーズが大きいＤＸ人材派遣サービスの拡大、両社の技術交流によるＤＸ開発力の向上など、様々
なシナジー創出を期待することができます。
本件株式取得を機に、当社グループではデジタル化に関する課題を抱える自治体や企業へのソリュ

ーション提供を加速させ、日本のデジタルトランスフォーメーションを一層大きく推進してまいりま
す。

(3) 企業結合日
2023年７月３日

(4) 企業結合の法的形式
現金を対価とした株式取得

(5) 結合後企業の名称
プレイネクストラボ株式会社

(6) 取得した議決権比率
100％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社の連結子会社であるＪＡＰＡＮＤＸが、現金を対価としてプレイネクストラボの全株式を取

得したためであります。

② 連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
2023年７月３日から2024年２月29日まで

③ 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得価額につきましては、相手先の意向により非開示といたしますが、外部専門家（財務・税務・法

務）のデューデリジェンスの結果に基づき、ＥＢＩＴＤＡ倍率法やＤＣＦ法等の算定方式による事業価
値評価を実施し、相手先との協議により決定しております。

④ 主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 4,759千円

⑤ 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
(1) 発生したのれんの金額
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376,258千円
(2) 発生原因

主としてプレイネクストラボが事業展開により期待される将来の超過収益力により発生したもので
あります。

(3) 償却方法及び償却期間
10年間にわたる均等償却

⑥ 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 182,541 千円

固定資産 53,909 千円

資産合計 236,451 千円

流動負債 110,709 千円

固定負債 41,094 千円

負債合計 151,803 千円

（１株当たり情報に関する注記）

1. １株当たり純資産額 423円24銭
2. １株当たり当期純利益 42円65銭

（重要な後発事象）
該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
（2024年２月29日現在）

(単位：千円)
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 1,169,872 流 動 負 債 1,113,941
現 金 及 び 預 金 656,111 買 掛 金 50,581
受 取 手 形 7,810 短 期 借 入 金 341,200
売 掛 金 お よ び 契 約 資 産 307,454 1 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 457,871
前 払 費 用 54,747 未 払 金 101,361
未 収 入 金 96,416 未 払 費 用 30,922
未 収 還 付 法 人 税 等 34,502 未 払 法 人 税 等 11,073
そ の 他 16,615 前 受 金 35,471
貸 倒 引 当 金 △3,785 預 り 金 7,812
固 定 資 産 3,326,031 賞 与 引 当 金 39,710
有 形 固 定 資 産 25,879 株 主 優 待 引 当 金 11,325
建 物 附 属 設 備 10,142 そ の 他 26,611
工 具、 器 具 及 び 備 品 15,736 固 定 負 債 908,380
無 形 固 定 資 産 14,458 長 期 借 入 金 908,380
ソ フ ト ウ エ ア 14,398 負 債 合 計 2,022,321
そ の 他 59 純 資 産 の 部

投 資 そ の 他 の 資 産 3,285,693 株 主 資 本 2,423,978
投 資 有 価 証 券 506,985 資 本 金 1,223,581
関 係 会 社 株 式 2,343,450 資 本 剰 余 金 1,200,031
敷 金 65,077 資 本 準 備 金 1,200,031
破 産 更 生 債 権 等 0 利 益 剰 余 金 732
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 326,734 そ の 他 利 益 剰 余 金 732
長 期 前 払 費 用 22,755 繰 越 利 益 剰 余 金 732
繰 延 税 金 資 産 39,565 自 己 株 式 △367
貸 倒 引 当 金 △18,876 評 価 ・ 換 算 差 額 等 △6,740

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △6,740
新 株 予 約 権 56,344
純 資 産 合 計 2,473,581

資 産 合 計 4,495,903 負 債 純 資 産 合 計 4,495,903
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損 益 計 算 書

（2023年
2024年

３
２

月
月

１
29

日から
日まで）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 2,312,879
売 上 原 価 1,033,450
売 上 総 利 益 1,279,428
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,224,189
営 業 利 益 55,239
営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,106
そ の 他 435 4,542

営 業 外 費 用
支 払 利 息 9,946
支 払 手 数 料 850
投 資 事 業 組 合 運 用 損 2,014
新 株 予 約 権 発 行 費 5,238
雑 損 失 0 18,049

経 常 利 益 41,732
特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 335
子 会 社 株 式 売 却 益 8,038 8,373

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 0
投 資 有 価 証 券 評 価 損 58,639
株 式 報 酬 費 用 消 滅 損 2,083 60,723

税 引 前 当 期 純 損 失 （△） △10,617
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 △8,958
法 人 税 等 調 整 額 5,926 △3,032
当 期 純 損 失 （△） △7,585
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株主資本等変動計算書

（2023年
2024年

３
２

月
月

１
29

日から
日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 資本剰余金

合 計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,217,581 1,194,031 1,194,031 8,318 8,318 △367 2,419,563

当 期 変 動 額
新 株 の 発 行
(新株予約権の行使) 6,000 6,000 6,000 12,000

当期純損失（△） △7,585 △7,585 △7,585
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） ―

当 期 変 動 額 合 計 6,000 6,000 6,000 △7,585 △7,585 ― 4,414

当 期 末 残 高 1,223,581 1,200,031 1,200,031 732 732 △367 2,423,978

評価・換算差額等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 10,211 10,211 46,800 2,476,574

当 期 変 動 額
新 株 の 発 行
(新株予約権の行使) 12,000

当期純損失（△） △7,585
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） △16,951 △16,951 9,544 △7,407

当 期 変 動 額 合 計 △16,951 △16,951 9,544 △2,993

当 期 末 残 高 △6,740 △6,740 56,344 2,473,581
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個 別 注 記 表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。
② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を

採用しております。
市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。
なお、投資事業有限責任組合への出資(金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなさ

れるもの)については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基
礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。但し、2016年４月１日以降取得の建物附属設備については、定額法を
採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物附属設備 ２年～15年
工具、器具及び備品 ２年～20年

(2) 無形固定資産
定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上

しております。
（３）株主優待引当金

株主優待制度に伴う支出に備えるため、発生すると見込まれる額を合理的に見積り計上しておりま
す。
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４．収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義

務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであります。

デジタルリスク事業
デジタルリスク事業においては、主にＳＮＳやブログなどのＷｅｂ上のソーシャルメディア

に起因するリスク対策を支援するソーシャルリスク対策と営業秘密情報の持ち出しなどの社内
に潜むリスクを検知するインターナルリスク対策を提供しております。
サービス導入までに係る環境設定等の費用は、顧客が利用可能な状態にすることで履行義務

が充足されると判断し、一時点で収益を認識しております。環境設定後のサービス利用料は、
一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、契約期間にわたって収益を認識しており
ます。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（１）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社は、当事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しております。これに伴い、法
人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する
場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年８月12日。以下「実務対応報
告第42号」という。）に従っております。また、実務対応報告第42号第32項（１）に基づき、実務対
応報告第42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。

（会計方針の変更に関する注記）
時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下
「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27
－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわ
たって適用することとしております。これによる計算書類に与える影響はありません。

（会計の見積りに関する注記）
非上場株式等の評価
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

投資有価証券（非上場株式等） 119,534千円
投資有価証券評価損 58,639千円
関係会社株式（非上場株式等） 2,343,450千円
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(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
非上場株式等の評価については、当該株式等の実質価額が取得原価と比べて50%程度以上低下した場
合に、株式等の実質価格が著しく低下したと判断し、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場
合を除き、減損処理を行うこととしております。超過収益力を加味して取得した非上場株式等について
は、超過収益力が毀損したため実質価格が著しく低下したと認められた場合、減損処理を行うこととし
ております。
取得時の超過収益力の毀損の有無は、投資先の事業計画の実現可能性、計画と実績の乖離状況、売上
高成長率を総合的に勘案して判断しております。投資先の事業計画と実績に乖離等が生じ超過収益力の
毀損が認められた場合には、減損処理が必要となり、翌事業年度の計算書類に重要な影響を与える可能
性があります。

（貸借対照表に関する注記）
１．資産から直接控除した減価償却累計額

有形固定資産
建物附属設備 39,881千円
工具、器具及び備品 51,483千円

２．保証債務及び手形遡及債務等
下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。
㈱AIK 825,638千円
㈱JAPANDX 371,429千円
計 1,197,067千円

３．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務
区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務が属する項目ごとの金額は、次の

とおりであります。
短期金銭債権 104,333千円
長期金銭債権 326,734千円
短期金銭債務 63,129千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

営業取引 128,638千円
営業取引以外の取引 4,433千円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の数

普通株式 37,623株
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
未払事業税 2,352千円

未払賞与 12,756千円

貸倒引当金 6,941千円

減価償却超過額 17,486千円

敷金償却 6,868千円

投資有価証券評価損 33,725千円

子会社株式評価損 44,737千円

株主優待引当金 3,469千円

繰越欠損金 9,136千円

その他 1,245千円

繰延税金資産小計 138,718千円

評価性引当金 95,857千円

繰延税金資産合計 42,860千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △3,295千円

繰延税金負債合計 △3,295千円

繰延税金資産純額 39,565千円
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（関連当事者との取引に関する注記）

１．親会社及び法人主要株主等

種
類 会社等の

名称
所在
地

資本金
又は
出資金
(千円)

事業
内容

議決権等
の所有(被
所有)割合

(％)

関連当
事者と
の関係

取引
内容

取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)

主
要
株
主

㈱ラック

東京
都
千代
田区

2,648,075

セキュリ
ティソリ
ューショ
ンサービ

ス

(被所有)
直接
10.27

サービ
スの
販売

サービ
スの
提供

287,111 売掛金 77,581

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
一般取引条件を参考に、双方協議の上、契約等に基づき決定しております。

２．関連会社等

種
類

会社等
の
名称

所在地

資本金
又は
出資金
(千円)

事業
内容
又は
職業

議決権等
の所有(被
所有)割合

(％)

関連当
事者と
の関係

取引
内容

取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)

子
会
社

㈱AIK 東京都
渋谷区 14,950 警備

事業

(所有)
直接
93.96

債務
保証

債務保証
（注1） 825,638 － －

資金の
援助

資金の貸付 60,412 関係会社
長期貸付金 60,412

受取利息
（注2） 1,007 その他

(流動資産) 1

株式
譲渡

関係会社
株式売却
（注3）

43,207 － －

㈱エル
テス
キャピ
タル

東京都
千代田
区

10,000 投資
事業

(所有)
直接

100.00

資金の
援助

資金の返済 17,420 関係会社
長期貸付金 24,000

受取利息
（注2） 577 その他

(流動資産) 733

貸倒引当金
戻入額 335 貸倒引当金 18,876
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子
会
社

㈱
JAPAN
DX

東京都
品川区 20,000 DX

事業
(所有)
直接

100.00

債務
保証

債務保証
（注1） 371,429 － －

資金の
援助

資金の貸付 226,087 関係会社
長期貸付金 242,321

受取利息
（注2） 3,519 その他

(流動資産) 3,519

事業の
譲受

事業譲受の
譲受資産
合計(注4)

1,581,300 － －

事業譲受の
譲受負債
合計(注4)

1,578,600 － －

株式
交換

関係会社株
式株式交換
（注5）

249,150 － －

㈱メタ
ウン

東京都
渋谷区 1,000

不 動
産管
理業

(所有)
直接

100.00

グルー
プ通算
制度

グループ通
算制度に伴
う通算税効

果額

48,974 未払金 48,974

（注１）債務保証は、金融機関からの融資に対して保証したものであり、取引金額は期末日現在の当社分の保証
残高であります。

（注２）取引条件及び取引条件の決定方針等
貸付利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。

（注３）関係会社株式の譲渡価額は、対象会社の純資産等を勘案して決定しております。なお、損益計算書にお
いて事業再編による利益8,038千円が特別利益に計上されております。

（注４）事業譲渡については、㈱メタウンが営むPM事業を会社分割及び吸収分割の方法により承継したもので
あり、取引金額は「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年1月16日）、事業分離
等に関する会計基準（企業会計基準第7号 2013年9月13日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等
会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年1月16日）に基づいて算定して
おります。

（注５）株式交換については、連結グループ内での事業再編を目的としたものであり、取引金額は「企業結合に
関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年1月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等
会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年1月16日）に基づいて算定して
おります。
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3．役員及び個人主要株主等

種
類

会社等の
名称又は
氏名

所在
地

資本金
又は
出資金
(千円)

事業内容
又は職業

議決権等
の所有(被
所有)割合

(％)

関連当
事者と
の関係

取引
内容

取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)

役
員 松林 篤樹 － －

当社
取締役

（注2）

(被所有)
直接
0.03

－
新株予約
権の行使
（注1）

12,000 － －

（注１）新株予約権の行使は、2016年2月15日の取締役会決議に基づき付与されたストック・オプションの当
事業年度における権利行使を記載しております。なお、取引金額は当事業年度におけるストック・オプ
ションの権利行使による払込金額を記載しております。

（注２）松林篤樹氏は、2023年5月24日をもって当社取締役を退任しております。
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（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表 （収益認識に関す

る注記）」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）
１. １株当たり純資産額 400円65銭
２. １株当たり当期純損失（△） △1円26銭

（重要な後発事象）
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

2024年４月19日
株式会社エルテス

取締役会 御中
三 優 監 査 法 人
東京事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 米 林 喜 一

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 井 形 敦 昌

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社エルテスの2023年３月１日から2024年２月29日までの連

結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について
監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社エ

ルテス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査

法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関
する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監
査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ

る。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容

に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連

結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な
相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告すること

が求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示す

ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない

かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判

断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続
企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明
することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象
を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責
任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場
合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

2024年４月19日
株式会社エルテス

取締役会 御中
三 優 監 査 法 人
東京事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 米 林 喜 一

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 井 形 敦 昌

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エルテスの2023年３月１日から2024年２月29日ま

での第13期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属
明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類

等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査

法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す
る規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ

る。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に

対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算

書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違
以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告すること

が求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価

し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか

どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると
合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断
を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業
の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求めら
れている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に
表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不
備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査
人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査役会は、2023年３月１日から2024年２月29日までの第13期事業年度における取締役の職務の執行に関して、各監査
役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締

役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用

人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。ま
た、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受
けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及
びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第
３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）
について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正
に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1） 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事

業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（3） 連結計算書類の監査結果

会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年４月19日
株式会社エルテス 監査役会

常 勤 監 査 役 宮 崎 園 子 ㊞

監 査 役
（社 外 監 査 役）

本 橋 広 行 ㊞

監 査 役
（社 外 監 査 役）

高 橋 宜 治 ㊞

以 上
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株主総会会場ご案内図
東京都千代田区霞が関三丁目２番５号
プラザホール（霞が関ビルディング１階）
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（東京メトロ千代田線・日比谷線・丸ノ内線）下車、（Ａ13番出口）徒歩約５分
会場には駐車場の用意がございませんのでご了承ください。
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